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Ⅰ 調査概要 

１ 調査対象者 

中間市内に居住する障がいのある方々に障害福祉サービス等を提供されている団体や事業者 

35 事業所(24 法人) 

２ 調査方法 

郵送による配布、郵送による回収、メールによる回答 

３ 調査期間 

令和 5年 1月 18 日～2月 3日 
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Ⅱ 調査結果 

１ 障がい者に係る施策について 

（１） １０年ほど前と比べて、地域社会の中で障がいのある方に対する配慮や工夫が進んできたと思

いますか。 

「どちらかといえば進んできた」「変わっていない」が 33.3％、「かなり進んできた」「どちらかといえば

後退している」「わからない」が 11.1％となっています。 

 

（１）－① 配慮や工夫が「進んできた」または「後退している」とした理由（自由記述） 

・ 市内に障がい施設（ グループホームやＢ 型作業所） 増えてき た 

・ 障害者自立支援法、 障害者総合支援法へと 一見、 配慮や工夫が「 進んでき た」 よう に見えるが、 そこ には

当事者、及び当事者家族の多く は置き 去り になっ ている印象があり 、まだまだ措置の時代の頃の話を持ち

出し 、「 不便になっ た」「 サービスが後退し ている」 と の声が多く 聞かれるため 

・ 障害者自立支援法の改正により 、就労の場が拡大さ れた。身近なと こ ろでサービスが利用でき るよう にな

っ たこ と 等サービスの充実を 図るこ と ができている 

・ 障がい者の就労支援関係は、 ハローワーク の職業相談や紹介状況、 就学・ 生活支援センタ ーの設置箇所の

数をみても 進んだと 感じ る 

・ 障がい者の方たちが以前より 支援について知っ てき たと 思う  

 

（２） 障がいのある方が地域で生活していくためには何が必要か、また、貴事業所としてできること

を記入してください。（自由記述） 

【ご意見】 

・ 障がい者の雇用促進 

・ 地球交流の場 

・ 障がい者の方が生活し やすい居住の整備 

・ 障がいがあっ ても 働く 事ができ る仕事場 

・ 健康管理・ 金銭管理など I ADL の支援サービス 

・ 教育機会の充実 

・ 余暇支援（ 一人で楽し める趣味・ 小集団で楽し めるレク リ エーショ ン）  

・ 権利擁護 

・ コ ミ ュ ニケーショ ン支援 

・ 外出支援ができ る事業所が少ない 

・ 使えるサービスがない 

11.1 33.3 33.3 11.1 11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=9

かなり進んできた どちらかといえば進んできた 変わっていない どちらかといえば後退している 後退している わからない 無回答
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・ 支給量が足り ない為、 十分に支援が出来ていない 

・ 相談支援事業所の充実 

・ 車椅子の方の利用し やすい場所が少ない。（ ト イ レやスロープなど）  

・ ト イ レ介助の時の（ 障害児童） ベッ ド 等があればト イ レ介助がスムーズにできる 

・ 相談窓口の数 

・ 活動できる場所 

・ 共生社会の構築 

【事業所としてできること】 

・ 企業の方に障がい者雇用の理解、 面談会を中間市で開催 

・ 就労支援 

・ ト ラ イ アル雇用 

・ GH入居者への上記支援および相談援助 

・ 就労利用者への I ADL の相談援助 

・ ゆく ゆく は外出支援が出来るサービスを法人内で設立し たい 

・ 相談支援所の計画の範囲で支援し ている 

・ 障がい児童（ 車椅子を使用し ている児童がいる） を支援し ているが、 外出する時にト イ レや段差等の配慮

がなさ れていない所が多い為、 外出できる場所が限ら れてく るので、 行く 場所が少ない 

・ 緊急時のヘルパー派遣 

・ 相談し やすい場を作る 

（３） 障がいのある方の就労支援のために行政が行うべきと思うことは何か、また、貴事業所としてで

きることを記入してください。（自由記述） 

【ご意見】 

・ 就労移行支援サービスに関し て２ 年（ 最長３ 年） と なっ ていますが、 就職し 退職し た方が再度利用し たい

と 相談を受けた時に期間が残っ ておら ず、利用を諦める方も います。また残り 期間が短く 支援が難し いケ

ースも 出てき ています。制度的に難し い事も 理解し ていますが、ある一定条件を設けても 構わないと 思い

ます。 期間をリ セッ ト でき るよう な対策を お願いし ます 

・ 受入れ事業所に対する助成 

・ 就労支援ニーズがあるにも 関わら ず、 いまだ支援サービスにつながっ ていない方への支援 

・ 医療・ 学校・ 町内会など職種の垣根を超えた連携のための機会提供 

・ 地域づく り に障害のある方も 仕事と し て何か参画できていると 実感でき る機会の提供 

・ 優先調達法が機能し ていない 

・ ホームページや自治会などに事業所の作業依頼を紹介し てほし い 

・ 情報発信（ 雇用する際の特別な道具や設備に対する補助制度など）  

・ 作業内容が分かるよう にし た方がいいと 思います 

【事業所としてできること】 

・ 利用期間に余裕があれば利用者も 安心し てサービスを利用する事ができ、新たな課題、目標の支援が行い

やすく なり ます。 また移行事業所も 質の良いサービスを提供できます 

・ 利用者への情報提供 
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・ 例えば優先調達法で紹介し て頂いた仕事は積極的に受け入れていきたい 

・ 高校卒業後の就職に向けて、その子に合っ た得意分野等を見つけ、保護者や本児と ゆっ く り 話をし ていく 。

やり たい仕事や、 その子に合っ た仕事内容等を理解し 、 体験や見学などを支援し て、 働く 前から の不安や

心配を解消でき るよう にサポート する 

・ 就労に対する理解 

 

（４） 貴事業所の運営に関して課題となっていることがありますか。（複数回答） 

「職員の資質向上」が 22.2％、「事業計画（経営計画）通りに見通しをもって運営できている」「利用

者の確保」「職員の確保」が 11.1％となっています。 

 

 

【事業所の運営についてのご意見】 

・ 市民の方と 関わり が少なく 、 近隣と の交流も 少ない事が現状 

・ まじ めにコ ツコ ツ内職仕事をし ていても 工賃の向上には繋がら ない 

・ 職員の高齢化も あり 、 新し い作業を取り 入れる事が難し い 

・ 行政が安定し た工賃収入を得るこ と ができる作業を提供し て欲し い 

・ 利用者の紹介、 職員の斡旋等 

  

11.1

11.1

11.1

22.2

0% 10% 20% 30% 40%

特に経営上の課題を感じていない

事業計画（経営計画）通りに見通しをもって運営できている

利用者の確保

職員の確保

職員の資質向上

施設・設備の改善

事務作業量の軽減化、効率化

必要な情報の入手

市役所等との連携

利用者や家族の精度に対する理解

市民、近隣住民の理解

報酬単価

その他 n=9
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（５） 利用者から望む声は多いが、不足していると感じられる事業はありますか。（複数回答） 

「同行援護」「短期入所」「共同生活援助（グループホーム）」「地域移行支援」が 22.2％、「居宅介護」

「重度訪問介護」「行動援護」「計画相談支援」「地域定着支援」が 11.1％となっています。 

 

【ご意見】 

・ 不足し ていると 感じ る事業はあり ません 

  

11.1

11.1

22.2

11.1

22.2

22.2

11.1

22.2

11.1

0% 10% 20% 30% 40%

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

短期入所

療養介護

施設入所支援

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

宿泊型自立訓練

共同生活援助（グループホーム）

障害児相談支援

計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援

児童発達支援

医療型児童発達支援

居宅訪問型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

障害児入所支援（福祉型）

障害児入所支援（医療型）

自立生活援助

就労定着支援

移動支援事業

地域活動支援センター事業

訪問入浴サービス事業

日中一時支援事業

巡回支援専門員整備事業

その他
n=9
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（６） 障がいのある人にとって暮らしやすいまちにするために、行政（国・県・市）はどのようなこと

をさらに充実すべきだと思いますか。（○は５つまで） 

「緊急時や災害時の支援体制の充実」が 55.6％で最も多く、次いで「障がいのある人にやさしいまち

づくりの推進（公共交通機関、道路等の整備）」44.4％、「ホームヘルプやデイサービス、外出支援等の在

宅サービスの充実」33.3％の順となっています。 

 

【ご意見】 

・ 18. 例えば社協などで、 災害時、 障がい、 高齢などの避難対策が分けてあるかなど知ら れていない 

  

22.2

22.2

11.1

22.2

22.2

22.2

33.3

22.2

11.1

22.2

11.1

55.6

44.4

0% 20% 40% 60% 80%

障がいのある人に対する社会全体の理解を深めるための啓発や

人権教育の充実

障がいの特性や程度に応じた障がい児保育・教育の充実

行政の審議会や委員会等への障がい者の参画（登用）

就労支援の充実（働くための訓練、職業紹介や就労後の指導や支援等）

年金や手当等の充実

公営住宅への障がい者優先入居等住宅施策の充実

グループホーム等の地域で共同生活できる住まいの整備

障がいのある人の結婚や子育て等に対する支援の充実

機能回復訓練等のリハビリテーションの充実

在宅生活を支えるための医療の充実

通院・治療のための医療費の助成

ホームヘルプやデイサービス、外出支援等の在宅サービスの充実

入所できる福祉施設の充実

障がいのある人に対する情報提供や相談窓口の充実

障がいのある人同士や地域の人等と交流ができる場の充実

ボランティアの育成と活動支援

文化・スポーツ・レクリエーション等を通じた社会参加の支援

緊急時や災害時の支援体制の充実

障がいのある人にやさしいまちづくりの推進

（公共交通機関、道路等の整備）

その他 n=9
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（７） 新型コロナウイルス感染拡大のために、どのようなことが問題や課題になっていると思います

か。（自由記述） 

・ 在宅支援を 行う にあたり 、精神的支援や作業品の工夫等職員の負担が増える。在宅支援を希望し ない利用

者も 多く 、 感染予防と の両立が難し い。 事業所判断を言われるが、 行政の指示（ 規定集） があっ た方が良

い場合がある 

・ 職員が感染および濃厚接触者になっ た際の代替人員の確保 

・ 感染療養中の重度者への余暇支援 

・ 行事や外出でき る機会が減り 、 利用者の楽し みが少ない 

・ 価格高騰による利用者負担金の増加 

・ 行動に対するこ と  

・ 感染予防をし っ かり 行っ ていく こ と  

・ 新型コ ロナの感染拡大は、 日常の生活に多大な影響を及ぼし ています 

・ 感染対策の「 接触の軽減」「 2 メ ート ルの距離感をと る」 等は介護現場では不可能なこ と であると 思う  

・ 私達、 訪問看護は、 日々介護者自身の自己管理を徹底し 、 ご利用者、 罹患時にも 防護服を 着用し 、 支援に

あたっ ています 

・ コ ロナ感染についてはまだ継続し ていて、 引き続き 、 手洗い・ う がい・ マスク の使用をお願いし 、 室内の

換気やこ まめな水分補給をし っ かり と るよう 心がけていますが、 毎日の生活において、 各々で、 基本のマ

ナーや生活リ ズムが壊れて基本的な感染対策ができ ていない家庭や非協力的な家庭がある為、 完全はな

い所がある 

・ ５ 類移行後の事業所（ 福祉関連） への支援策など 

・ 支援者の不足 


